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1 ． 計画策定の趣旨・背景

区では、令和11年度を目標年次として、令和5年度に地域共生社会の実現に向け「豊島区地
域保健福祉計画」を策定し、地域保健福祉の各分野の取組みを総合的に推進しています。

障害福祉に関しては、「豊島区地域保健福祉計画」の分野別計画として、障害者基本法に基づ
く「障害者計画」、障害者総合支援法に基づく「障害福祉計画」および児童福祉法に基づく「障害
児福祉計画」を一体的に策定してきました。

前計画策定以降も、令和3年5月に障害者差別解消法の改正が可決されるなど、各種法制度
の改正とともに、支援ニーズの多様化など、障害福祉を取り巻く環境は大きく変化しています。

本区においても、障害のあるかたが住み慣れた地域の中で安心して生活できるよう、福祉の分
野を横断して重層的に支援していく仕組みづくりが進められています。

一定の取組み成果がある一方で、具体的な施策として、権利擁護や住まいの確保、相談支援
体制の充実など、施策のさらなる推進も求められています。

このような障害のあるかたを取り巻く社会情勢の変化やさまざまな支援ニーズに的確に対応し、
障害福祉施策の一層の推進を図るため、新たに「豊島区障害者計画・第７期障害福祉計画・第３
期障害児福祉計画」を策定します。

＜障害者施策分野等における主な制度の変遷＞
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2 ． 計画の位置づけ

○ この計画は、「豊島区地域保健福祉計画」の分野別計画に位置づけられ、整合性を保ちながら
策定するものです。

○「豊島区地域保健福祉計画」は、社会福祉法第 107 条に基づく市町村地域福祉計画であり、「豊
島区基本計画」（計画期間：令和 4 年度～令和 7 年度）で掲げる、保健福祉にかかる地域づく
りの方向である「すべての人が地域で共に生きていけるまち」を具体化する計画です。

○「豊島区地域保健福祉計画」は、豊島区の高齢者福祉、障害者福祉、保健・医療、子ども等の
分野別計画を包含した保健福祉分野の上位計画として、各分野に共通する基本的な考え方や横
断的な取組みの方向性を示します。

○ この計画は、障害者基本法第 11 条に基づく「障害者計画」、障害者総合支援法第 88 条に基づく「障
害福祉計画」および児童福祉法第 33 条の２０に基づく「障害児福祉計画」を一体的に策定した
ものであり、区における障害福祉施策を総合的かつ計画的に推進するために策定されたものです。
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3 ． 豊島区地域保健福祉計画の概要

　地域保健福祉計画とは？
○ 高齢者、障害者、子ども、外国人といった個別の対象にとらわれることなく、すべての人々が安

心してともに暮らせるよう、地域の活動団体や関係機関との連携と協働により地域生活を継続的
に支えていくため、地域保健福祉の推進における理念や基本的な方向を明らかにするものです。

○ 保健福祉分野の上位計画として共通して取組む事項を示し、保健福祉に関連する各種の個別計
画において、具体的な施策や事業等の詳細を示しています。

施策の方向
① 豊島区版「地域共生社会」の実現に向けて

＜実現に向けた３つの重点的な取組み＞
（１）区関係施設を含めたすべての福祉相談窓口で、どんな悩みごとでも包括的に受け止め、

適切な窓口につなげる相談支援体制を整え、複雑・複合化した課題を抱えたかたには、
オールとしまで支援できる連携体制の強化をはかります。

（２）支援を必要とする人が孤独・孤立に陥らないよう、地域と区が一体となり、継続的なア
ウトリーチ活動等による見守り支援を推進していきます。

（３）区や区内の保健福祉関係機関の人材の確保・育成をはかり、保健福祉サービスの質の向
上に取り組んでいきます。

② 区民の支援ニーズに目を向けた目的別の施策体系
目的別の施策体系により、①地域保健福祉

に関して「共通して取組む事項」を明らかにし、
②支援を必要とするかたの生活課題に目を向け
て、「周辺課題」や「制度の狭間」にある人々
を支援します。

③ 豊島区の特性を踏まえた連携と協働による地域保健福祉の推進
本区は人口の流動性が高いこと、高齢単身世帯や外国人の割合が高いことなど、都市的特徴

が顕著です。また、コミュニティのあり方も変化し、近所付き合いの希薄化など、これまでのよ
うな支え合いが難しくなってきています。

一方、支援を必要とされている人々の課題は複雑化・複合化しており、これまでは支援の対象
として見られてこなかった人々への対応も大きな課題となっています。

これらの状況を踏まえ、地域において福祉を特別なものとするのではなく、地域社会を「福祉
コミュニティ」化していくという考えのもと、多様な主体と区が連携と協働することにより、地域
保健福祉を推進していきます。 

ア. 地域保健福祉に関して「共通して取組む事項」

イ. 周辺課題・制度の狭間

高齢者 障害者 子ども
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4 ． 計画の期間

この計画の期間は、令和６年度から令和 8 年度（2024 年度から 2026 年度）までの 3 年間とします。
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5 ． 計画策定の過程

（１）計画改定に係る検討体制
保健福祉審議会専門委員会や、障害者・障害福祉計画・障害児福祉計画推進会議との相互の調整を図り

ながら、取組むべき施策やその方向性を確認し、障害者福祉施策のさらなる推進に向けて検討を行いました。

保健福祉に係る計画の改定〔事務局：福祉総務課〕

障害者に係る計画の改定〔事務局：障害福祉課〕

豊島区保健福祉審議会
豊島区保健福祉審議会専門委員会

有識者や関係者を含む会議

豊島区障害者・障害福祉・
障害児福祉計画推進会議 豊島区障害者地域支援協議会

整合
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（２）区民の意見の反映
区民の意見などを把握するため、計画の策定に先立ち、実態調査や当事者へのヒアリングを実施し、当

事者や支援者のほか、障害福祉サービス事業者のご意見を把握しました。
実態調査結果や区の施策の実施状況、地域保健福祉全体として目指すべき方向性などをもとに、障害者・

障害福祉・障害児計画推進会議において、今後の取組みの方向性や重点などを幅広く審議してきました。
また、審議の過程では、障害者地域支援協議会に意見を諮るとともに、パブリックコメントを実施し、よ

り広く区民等の意見を取り入れて施策を検討してきました。

《障害者等実態・意向調査の実施概要》
身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病患者、障害児、事業者の区分で、計６種類の調査を実施し

ました。

ア）調査対象

イ）調査方法
郵送配布－郵送回収

ウ）調査期間
令和 4 年 11 月 1 日（火）～令和 4 年 11 月 22 日（火） 

調査名 調査対象
（いずれも令和４年10月１日現在） 抽出数 回収数

（回収率）

Ⅰ.  身体障害者 身体障害者手帳所持者 2,400人 1,161人
(48.4％)

Ⅱ.  知的障害者 愛の手帳所持者 500人 272人
(54.4％)

Ⅲ.  精神障害者
自立支援給付受給者（障害福祉サービスに係る
介護給付、訓練等給付、地域生活支援給付の受
給者）全数と、地域活動支援センター、家族
会、医療機関等の利用者で承諾を得たかた

354人 191人
(54.0％)

Ⅳ.  難病患者 難病患者福祉手当受給者数 400人 211人
(52.8％)

Ⅴ.  障害児 児童通所支援利用者、その保護者 541人 305人
(56.4％)

計 4,154人 2,140人
(51.5％)

調査名 調査対象
（令和４年10月１日現在） 対象数 回収数

（回収率）

Ⅵ.  事業者 区内すべての障害福祉サービスを提供する事業
所 170事業所 114事業所

(67.1％)
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エ）障害者等実態・意向調査の結果概要
① 福祉に関する相談や情報

【福祉に関する情報の入手手段】
• 全体： 第 1 位は「広報紙（東京都・豊島区）」（29.2％）

第 2 位は「区役所窓口（障害福祉課、東部・西部障害支援センター、保健所、
健康相談所を含む）」（27.8％）

• 障害区分別の特徴 — 障害児の第 1 位「インターネット」（44.9％）
⭣

情報提供についても年代や障害特性に配慮した手段が求められている。

② 病気や医療について

【生活習慣病の有無】 【かかりつけ医の有無】
• 全体 ： 第 1 位は「高血圧」（28.1％） • 全体 ： 「持っている」（75.0％）が多い。

第 2 位は「肥満」（13.7％） 
（「特にない」を除く） • 障害区分別の特徴

• 障害区分別の特徴 —  「持っている」の比率が高いのは、障害児
— 内部障害のかたは第 1 位「高血圧」 　　  （80.3％）

　　 （42.9％）で全体と比較して高い割合となっ 　—  「持っていない」の比率が高いのは、精神障害
　　 ている。 　　 のかた（27.7％）、聴覚障害のかた
　— 精神障害のかた、知的障害のかたは 　　  （24.7％）、視覚障害のかた (23.3％ )
　　 第 1 位は「肥満」

⭣　　
生活習慣病に関する情報提供、予防のための
取組みが必要。

【健康診断を受けているかた】
•  全体 ： 第 1 位は「毎年受けている」（56.4％）

第 2 位は「時々受けている」（14.6％）
• 障害区分別の特徴

— 知的障害のかたは第 1 位「毎年受けている」（67.3％）で全体と比較して高い割合となっている。
— 精神障害のかたは第 1 位「毎年受けている」（37.7%）で全体と比較して低い割合となっており、

　　 「ほとんど受けていない」（16.8％）や「受けていない」（20.9％）の割合が高い。
⭣

健康診断を受診してもらうための取組みが必要。

⭣
かかりつけ医に関する情報の提供が求められ
ている。
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③ 日常生活

【介助者年齢】
• 全体 ： 第 1 位は「40 歳～ 64 歳」（49.2％）

第 2 位は「65 歳～ 74 歳」（23.8％）
第３位は「75 歳以上」（20.9%）

• 障害区分別の特徴
— 身体障害、知的障害、難病のかたすべてに

おいて、75 歳以上の介助者が 20% を占め
ており、介助者の年齢が高い傾向である。

⭣
介助者の入院などの「もしも」のことが生じた時
のために地域生活支援拠点等の取組みが必要。

親亡き後などのために、地域で暮らしていくた
めの支援を充実させることが求められている。

⑤ サービス

【今後利用したいサービス】
• 障害区分別の特徴

— 知的障害、精神障害のかたともに「共同
生活援助（グループホーム）」が第 1 位で
あり、知的障害（9.9％）、精神障害（5.2％）
という結果。

　— 身体障害のかたは「日常生活用具の給付」
が第１位（7.0％）という結果。

⭣
障害のあるかたの自立した生活のため、グループ
ホームやシェアハウスなどの居住サービス等の整
備が求められている。
生活に欠かすことができない日常用具の
充実が求められている。

④ 就労

【現在の就労状況】
• 全体 ： 第 1 位は「今、仕事・作業をしており、
今後も続けたい」（43.6％）
※「今、仕事・作業をしていないが、今後仕事
をしたい」は 12.8％で第 3 位
• 障害区分別の特徴

— 「今、仕事・作業をしていないが、今後仕事
をしたい」の割合が高いのは、視覚障害の
かた（22.2％）、精神障害のかた（20.9％）

⭣
就労アセスメントを活用するなど、障害のあるか
たの適性にあう就労支援策が求められている。

区市町村就労支援センターの機能の強化が必要。

⑥ 外出の状況

【まちのバリアフリーに関する満足度】

⭣
一層のまちのバリアフリー化が求められている。

⑦ 地域における理解

【地域における障害や疾病に対する理解状況】

⭣
障害や疾病に関する理解促進、差別解消のための一層の取組みが求められている。

≪満足≫
（「とても満足してい
る」と「おおむね満
足している」の合計）

≪得られている≫
（「よく理解を得られてい
る」と「おおむね理解を
得られている」の合計）

≪感じる≫
（「よく理解を得られてい
る」と「おおむね理解を
得られている」の合計）

（R 元 年 ）45.2 ％　
→（今回）45.7％

（R 元 年 ）37.4 ％　
→（ 今 回 ）34.9 ％

（R 元 年 ）37.4 ％　
→（ 今 回 ）34.9 ％

≪不満≫
（「やや不満である」
と「とても不満であ
る」の合計）

≪得られていない≫
（「あまり理解を得られて
いない」と「と理解を得
られていない」の合計）

≪感じない≫
（「あまり理解を得られて
いない」と「と理解を得
られていない」の合計）

（R 元 年 ）45.6 ％　
→（今回）41.5％

（R 元 年 ）53.0 ％　
→（ 今 回 ）54.7 ％

（R 元 年 ）53.0 ％　
→（ 今 回 ）54.7 ％



第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

障害者計画

13

⑧ 防災

【防災への意識、対策】
• 全体 ： 第 1 位は「防災について多少は意識し
　　　　ているが具体的な対策は行っていない」

（52.1％）
第 2 位は「防災を日常的に意識し、
具体的な対策を行っている」（20.6%）
第 3 位は「防災についてほとんど意識
しておらず、具体的な対策は行ってい
ない」（17.4％）

⭣
災害時の対策について、当事者およびそのご家
族への意識啓発が必要。

⑩ 事業所調査より

【運営上の課題】 
第 1 位：「職員の確保」（61.4％）
第 2 位：「職員の資質向上」（50.9％）
第 3 位：「職員の待遇改善」（42.1％）

⭣
福祉人材の確保・育成のための支援、

一般就労の促進や工賃向上の取組みが求められている。

【災害発生時の障害者の安全確保に対する協力】
第 1 位：利用者の安否確認とその情報共有（88.6%）
第 2 位：障害者の一時的な受入れ（35.1％）
第 3 位：障害者に対する物資やサービスの一時的な対応（30.7%）

⭣
事業所の協力により、災害時に区と事業所が連携した

災害対策を推進することが可能である。

【区の障害者施策に期待すること】
第 1 位：「一般就労の促進」（62.3％）
第 2 位：「利用者負担の軽減」（58.8％）
第 3 位：「福祉的就労の工賃向上」（55.3％）

⑨ 障害児調査

【福祉サービスの利用状況・今後の意向】
• 現在利用しているサービス

第 1 位：「放課後等デイサービス」（48.9％）
第 2 位：「児童発達支援」（44.3％）
第 3 位：「計画相談支援」（17.0％）

• 今後利用したいサービス
第 1 位：「放課後等デイサービス」（21.0％）
第 2 位：「移動支援」（20.7％）
第 3 位：「短期入所（ショートステイ）」（14.8%）

【通園先・通学先で困ったこと】
• 就学前

第 1 位：「発達・発育面でほかの子どもたち
とのギャップを感じる」（27.5％）

第 2 位：「周りの子どもと馴染めるか不安が
ある」（14.1％）

• 就学中
第 1 位：「発達・発育面でほかの子どもたち

とのギャップを感じる」（21.6％）
第 2 位：「周りの子どもと馴染めるか不安が

ある」（15.4％）
⭣

子どもの成長、支えるご家族にとって必要なサー
ビスの充実が求められている。
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《当事者ヒアリング実施概要》
「障害者・障害福祉計画・障害児福祉計画」の改定にあたって、書面でのアンケートによる方法では意見

を伺うことが困難な失語症のかたへのヒアリングを実施しました。
ア）調査対象
　　　対　　　　象　　失語症のかたが参加する活動の中で、聞き取りによるアンケート方式で

調査を実施（３団体　合計９名）

イ）調査方法
令和５年 7 月中旬

ウ）主な調査項目

主な調査項目

① 失語症になった原因
② 身体障害者手帳の有無と、障害名に失語症の記載の有無
③ 普段の生活における会話相手
④ 日常生活の中で困ること
⑤ 災害時の対策
⑥ 失語症のかたが社会参加をするために必要なこと
⑦ 現在参加している失語症の集まりに参加するようになったきっかけ

エ）当事者ヒアリング実施概要の結果概要
① 失語症の原因は、全員が「脳卒中」、全体の８割弱が６５歳以上

• 年齢は約77.7％が65歳以上、約44.4％が75歳以上
② 身体障害者手帳の有無は、「ある」が約５.５割、手帳所有者でも「失語症」等の記載は2割

• 身体障害者手帳の所持については、「ある」が約55.5％と、半数以上のかたが手帳を持っていると回答
③ 普段の生活における会話の相手は「家族」が多い

• 会話する相手の有無は、全員が「いる」、会話の頻度は「多い」が約77.7％
• 会話の相手は、約88.8％が「家族」と回答し、「友人」が約33.3％、「ヘルパーなどの介護職」が約44.4％

④ 日常生活で困ることは、「電話での応答」が約７割弱
• 日常生活で困ることは「電話の応答」が約66.6％、「役所や銀行の窓口」が約44.4％

⑤ 防災について「普段から意識して対策している」が約1割、「意識はしているが対策をしていない」が約６.５割
• 災害対策として行っていることは「特にない」が約88.8％、対策している人は「持ち出し品などを準備している」

⑥ 社会参加のために必要なことは、「会話を手助けしてくれる人（意思疎通支援者や会話パートナー
など）の養成および整備」、「1対1で会話のお手伝いをしてくれる人」、「外出しやすいサービス」、
「失語症のことを世の中に発信する機会を増やす」がいずれも約半数

⑦ 現在参加している失語症の集まりに参加するようになったきっかけは「ケアマネージャーからの
勧め」が約４.５割




